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１．はじめに
　建設業とは建設業法において、元請、下請その他い
かなる名義をもってするかを問わず、建設工事の完成
を請け負う営業をいい、建設業者とは、建設業を営む
者をいうとされる１。この建設業は市場規模が国内総
生産の１割前後という占める巨大な産業であり２、な
おかつ全国各地の地場産業であるといわれる３。建設
業界は多重請負（下請）構造となっているため寡占化
が進んでおらず、スーパーゼネコンといわれる鹿島建
設、大成建設、大林組、清水建設、竹中工務店の５社
を合計しても市場占有率は30％未満であり、そのほか
は数多くの中小企業が分け合っている４。市場占有率
が低いゆえに中小企業が多数存在している建設業界で
あるが５、その主な収益源は請負工事であり、土木や
建築によるものである。工事は一般の契約に比べて長
期にわたることが多く、その工事契約６のなかで長期
工事契約については、企業会計基準で出荷基準や検収
基準など商品販売業の収益認識基準とは異なる基準が
設けられている。それは工事完成基準と工事進行基準
と呼ばれる収益認識基準であり、この基準を適切に使
う事が重要となる。
　建設業の会計の問題に関する先行研究として多いの
は、収益の認識に関しての研究である。具体的には工
事によって発生した収益をどのようなものとしてとら
えるといった観点からの研究が多く、工事進行基準と
工事完成基準を様々な収益概念をもとに論ずるものが
中心であった７。しかし、その収益概念を利用して具
体的となった収益そのものに関する適切性に関して、
具体的に述べられているものはなかったように見受け
られる。そこで建設業における収益と内部統制に触れ
た後、内部統制の役割と収益の適切性に関して検討す
ることとした。
２．建設業における収益認識基準
⑴　建設業の財務諸表作成
　戦後の経済復興期における建設業界では、一部の企
業を除いて大雑把な会計が行われていた。しかし、建
設業は公共性が高く経営の健全化は社会の利益となる
ことから、企業実態を反映した財務諸表を作成するこ
とが重要と考えられた。1949年には企業会計原則の制
定が図られたが、建設業の実態を反映するような財務
諸表準則の設定が求められたことから1950年に建設業
財務諸表準則が制定され、1951年には建設業施行規則
が財務諸表様式を規定したことから、建設業には他の
業界と異なった財務諸表制度が確立することになった。
わが国の財務諸表は業界が異なったとしても原則とし
て同一の表示形式を採用している。このように特定の
業界８などにいくつかの例外を認めた理由としてはそ
れらの業界の公益性を考慮したからである。金融機関
やインフラ業界などは公益性があるため、一般事業会
社よりも多くの規制を受けながら経営されており、公
益性が高い業界についてはその業界に適合し経営実態
をわかりやすく表す財務諸表準則を設定する必要があ
ることから、独自の定めを設けるという例外が認めら
れた。建設業においても社会インフラなどを担い、住
居などを建設するという国民に多大な寄与をする業界
であることから公益性が高いと考えられる。そのため
建設業においては、公共事業や一定の金額以上の工事
契約を請け負うことも可能となる認可事業者は財務諸
表の作成開示を課される等、公益性の高さに比例して
高い義務を負っている。
　このように、建設業の財務諸表の表示基準は他の業
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界とは異なり、財務諸表作成では建設業法と会社法の
両者に従って財務諸表を作成するという特異性を持つ
業界である。実質的には商法や会社法の改正による変
更を受け、建設業法による財務書類作成基準が改定さ
れるということを繰り返しているため、建設業法の影
響を受けない部分については大きな違いは無いともい
えるが、実質的に大差がなかったとしても根拠となる
法令が異なることから建設業における会計は「建設業
会計」と呼ばれることが多い。
⑵　工事契約に関する会計基準
　収益とは利益を増加させる要因であり、わが国の概
念フレームワークにおいては純利益を増加させる項目
とされている９。その収益認識基準は現金主義、発生
主義、実現主義などがある。現金主義とは現金を受け
入れたときに収益を計上する基準であるが、現行制度
では採用されていない10。それは現代では棚卸資産の
増大、信用取引の増加、減価償却資産の増大など現金
主義という収益認識基準では企業実態を表すことが困
難であるからである。次に発生主義は、経済価値の増
加事実があった際に収益や費用を認識するという基準
である。発生主義は費用の認識基準として採用されて
いるが、収益については採用されていない。この理由
としては収益が発生したと考えられる時点では具体的
で客観的な金額を把握するのが困難であること、資産
の裏付けのない収益を認識することは処分可能性の観
点から問題があるからである。一方、費用に関しては
発生主義が採用されているが11、これは費用について
は処分可能性の問題はなく、保守的な観点から認識に
消極的であるよりは積極的であるほうが適切と考えら
れるからである。最後に実現主義は、経済価値が実現
したという事実に基づいて収益を計上するという基準
である。企業会計原則においては、この実現主義を収
益の認識基準として採用している12。
　建設業における主な収益は長期請負工事13であるが、
その計上では工事完成基準と工事進行基準という収益
認識基準をもって収益とする。工事完成基準は実現主
義を工事契約に適用したものであり、工事進行基準は
発生主義的な収益の認識方法である。長らくこれらの
基準は工事完成基準と工事進行基準のいずれかを選択
適用できるとされてきた14。しかし、2007年に公表さ
れた工事契約に関する会計基準により工事進行基準が
原則とされた15。理由としては、同じような請負工事
契約であっても企業がどちらの基準を選択するかによっ
て財務諸表間の比較可能性が失われる点、国際的な会
計の方向性として工事進行基準が主流となっている点
などから原則的に工事進行基準を適用することとし、
適用が出来ない場合には工事完成基準を適用すること
とした。
⑶　工事完成基準の適用とその問題点
　工事完成基準とは、工事契約に関して、工事が完成
し、目的物の引渡しを行った時点で、工事収益及び工
事原価を認識する方法をいう16。そして認識した損益は、
認識時点で損益計算書に計上する17。
　工事完成基準では、通常の製造業と同じように、損
益は目的物の引渡しを行った時点で計上する。そのた
め引渡しとその対価の発生があるため収益の客観性・
確実性が高く、対価の確実性が確保できた時点で売り
上げを計上する実現主義に合致している。また、比較
的保守的な会計を指向している日本企業の方針と合っ
ているといわれている。
　問題点としては、収益認識のタイミングの客観性が
低いことがある。工事完成基準では、引渡し時に一括
して工事収益と工事原価が計上されるため、決算まで
に費消された工事原価は未成工事支出金18として貸借
対照表の流動資産に計上され、完成・引渡時に工事原
価に振り替えられる。そのため工事が大規模化長期化
した場合には、工事が完成するまでの数年間にわたり、
売り上げが計上されず、収益獲得のため工事を行って
いるという、企業活動の実態を表すことが難しくなる。
⑷　工事進行基準の適用とその問題点
　工事進行基準とは、工事契約に関して工事収益総額、
工事原価総額及び決算日における工事進捗度を合理的
に見積り、これに応じて当期の工事収益及び工事原価
を認識する方法をいう19。そして認識した損益は当期
の工事原価および工事損益として損益計算書に計上す
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る20。
　工事進行基準では合理的な見積もりにより費用と収
益を認識することから、費用と収益を対応させること
が可能となる。また、毎期工事収益を計上するため、
工事原価は繰り越されることはなく毎期工事原価に振
り替えられる。これにより工事完成基準で問題であっ
た収益認識のタイミングのずれを解消することができ、
企業の経営活動を適切に損益計算書に反映することが
可能となる。
　工事進行基準のような方法では収益の計上時点では
その対価を受け取っていない場合でも収益とする点が
問題点としてあげられるが、建設業では契約によって
その引渡しと対価が確定しており21、その全部又は一
部があらかじめ入金されていることが多く、収益に客
観性・確実性が認められていることから、許容されて
いる。
⑸　工事契約に関する会計基準
　工事契約に関する会計基準においては成果の確実性
が認められる場合には工事進行基準を適用し、その
要件を満たさない場合に工事完成基準を適用するこ
ととした。この成果の確実性が認められるためには
①工事収益総額②工事原価総額③決算日における工
事進捗度の各要素について信頼性をもって見積もる
ことが出来なければならない22。工事収益総額の信頼
性を持った見積りには、施工者に工事を完成させる
ことが出来る能力及び環境があることが前提条件と
して必要であり、工事契約において対価の定めがあ
ることが必要とされる。次に工事原価総額の信頼性
を持った見積りには、事前の原価の見積もりと実績
の対比により適時・適切な見積もりの見直しを行う
ことが重要である。そして、決算日における工事進
捗度の見積りにおいては、工事原価総額に信頼性を
持った見積りが出来ている場合には、原価比例法23に
より信頼性のある工事進捗度の見積もりができる24。 
もっとも工事契約の内容によってはより合理的に工事
進度を把握する方法もあり得ると考えられる場合には
その方法が適用されることがある25。
　この工事契約に関する会計基準は長期請負工事かつ
成果の確実性が認められる場合に適用することとされ
ているため、それ以外の工事は工事完成基準が適用さ
れる。建設業に分類される上場125社の分析によると、
完成工事高に占める工事進行基準の割合は、ゼネコン
全体では73%、専門工事業者を含めた全体では49%と
なっており、大規模な業者は大規模な工事を請け負う
ことが多く工事進行基準の割合が多くなっていること
がわかる。土木系専門工事業者においては10%にまで
下がっている26。つまり、上場企業においても規模が
大きくない場合であれば、ほとんどの工事は工事完成
基準による工事完成高によるものである。
　中小建設業においてはさらに規模の小さい企業が多
く、工事進行基準による工事は少ないと考えられる。
しかし、中小建設業においても工事進行基準を適用し
て完成工事高を計上することは有益と考えられること
から、次章において中小建設業で工事進行基準を適用
する上での問題点を内部統制との関連より検討する。
３．建設業における内部統制の役割
　建設業において主な収益である完成工事高に工事完
成基準を適用して計上する場合には、完成・引渡した
期に、実際に発生した費用と実現した収益を工事費用
と工事収益として計上することから、収益の認識時期
や計上額に客観性がある。しかし、問題点として完成・
引渡しの時期が決算をまたぐような場合に意図的に決
算前後に引き渡し時期をずらすといったようなことが
考えられるが、請負工事である以上引き渡し時期は契
約で定められており、引渡し遅延の違約金を定めてい
る場合も多いため、問題はないと考えられている27。
　また、工事進行基準を適用する場合には成果の確実
性が認められるか判断しなければならない。この点、
工事収益総額は契約によって定まっているが、工事原
価及び工事進捗度においては恣意性が介入する可能性
がある。つまり、工事原価及び工事進捗度には見積も
りの要素が入るため企業による妥当とは言えない見積
りによって費用や収益が計上される可能性があるとい
える。
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⑴　大企業（建設業）における内部統制
　大企業や上場企業においては、企業の財務諸表の表
示が適正であるかどうかの意見を表明する公認会計士
による外部監査28を受けることが義務付けられている。
しかし、見積もりの要素は工事の専門的な知識を必要
とする場合も多く、見積もり作業が膨大になる可能性
もある。そのため、外部監査においても内部統制29を
利用することになる。つまり内部統制の有効性は内部
監査によっても評価されるが30、加えて外部監査によっ
ても内部統制の有効性を判断し、それが有効であるな
らば内部統制によって有効と判断された見積もりも適
切と考えるという監査が行われてきた31。そのため内
部統制の有効性の評価結果が極めて低く、リスクが著
しく高い場合には、工事進行基準を適用することの可
否についても監査上検討すべきとされていた32。
　その後、わが国や米国などにおいて虚偽表示などの
問題が生じ大きな問題となり33、米国においてSOX法
が成立した。そしてわが国においても平成20年から内
部統制報告制度が上場企業などに適用されることにな
り、経営者に内部統制報告書の作成が義務付けられた
ため、内部統制の体制作りが必須となった。
　このように、現在の大企業では内部統制は必須になっ
ており、工事進行基準の適用も適切に行われる体制が
作られている。
⑵　中小企業（建設業）における内部統制
　中小企業においては、大企業のような内部統制は制
度的に必須とはされていない。そのため中小の建設企
業においては不十分な状況にあると考えられる34。内
部統制が十分に整備されていない状況では、財務諸表
上の数字の算定の根拠が適切かどうかを判断すること
が出来ない可能性があるが、中小建設業においては工
事完成基準を適用することができる工事がほとんどで
あるので、上記のように収益の計上、そして財務報告
上の問題は少ないと言える。
　つまり、工事完成基準がほとんどである中小建設業
にとって内部統制制度を整備することは、財務報告制
度上の重要性では高いものとはいえない。それでは重
要性の観点から中小建設業においては内部統制度の必
要性は乏しいといえるのだろうか。
　この点、建設業を管轄する国土交通省において「中
小建設企業のための内部統制ガイドライン」が公表さ
れ内部統制を向上することが求められている35。これ
は建設業が社会にとっても重要性が高いことから、従
来重視されてきた法令順守の観点に加え、経済社会の
一員としても適切に行動することを求め、その取り組
みとして内部統制の向上を推奨している36。つまり、
戦後すぐに建設業の社会的重要性から建設業財務諸表
準則が制定されたが、同様に、社会的重要性という視
点から内部統制制度が求められている。そのような意
味で内部統制制度が求められているのであれば中小建
設業に内部統制が制度的に必須とされていないまでも
不必要とまでは言えないのではないだろうか。それに
もかかわらず内部統制が財務諸表準則のように制度と
して制定されていないのは、筆者は内部統制の「個別
性」が影響するのではないかと考える。すなわち内部
統制は企業の活動のリスクを管理し、業務の効率化を
進める効果もあるが、リスクは個々の企業によって異
なることが多く、効率化も経営者によってどの点を効
率化すべきか重視する点が異なる。中小企業より経営
資源の多い大企業であっても、制度で求められている
内部統制の導入は負担となっており、中小企業にとっ
ては画一的な制度はそれ自体が新たなリスク要因とな
る恐れもある。
　ただ、中小企業であっても個々の企業に合わせた内
部統制の整備はリスクの軽減と経営の効率化から検討
すべき時期に入っていると考える。そして中小建設業
においては工事進行基準を使わなかったとしても、様々
な場面で見積もりを必要とする場合がある。見積もり
は恣意性が介入する可能性があり、リスクが高く、内
部統制による効果は大きいと思われる。見積もりの厳
格化は経営の効率化にも役立ち、リスクの軽減と経営
の効率化は内部統制の本来の意味と合致するものであ
るから、建設業と内部統制は親和性が高いと考えられ、
導入における費用対効果も他の業界に比べて高い可能
性もある。
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４．むすびにかえて
　以上で見てきたように、内部監査を行う部門が無く、
内部統制の仕組みづくりを行っていない建設業におけ
る財務諸表は、その作成が基準などに則って行われて
いたとしても適切とは判断出来ない場合もある。建設
業においては見積もりの要素が大きいため、適切な内
部統制を整備しなければ、表示が適切であったとして
もその根拠において恣意性が介入する可能性がある。
　また、近年においては、建設業界に様々なリスクが
生じている。景気の変動や復興需要における建設需要
の変動、人件費や資材価格の高騰などはすべての建設
業共通の問題として顕著化している。これら外的な要
因は個々の企業では対応することは困難であるが、内
的な要因である企業の効率的な運営は明日からでも取
り組めるはずである。経営を反映するものとしての財
務会計制度と経営を効率化するための内部統制制度は
本来対になって考えられるべきものであるが、「財務
会計」と「監査」という枠で捉えられがちである。し
かし、そろそろその枠を超えて考えるべき時に来てい
るのではないだろうか。
　現在、筆者の勤務する新潟県においては、従来から
県内全産業に占める建設業の割合は全国平均を上回る
数値でありその重要性は大きいといえる37。また、中
小企業が多く地域に分散して存在している建設業だか
らこそ、その活性化は地域の活性化につながる可能性
が高い。また、中小企業では内部監査部門や内部統制
体制という間接的な業務は収益を生まないコストセン
ターとして捉えられがちであろう。しかし、従来コス
トセンターして捉えられていたものでも、収益を適切
に把握することや業務の効率化を行うことが出来れば、
トータルで見ると収益を生み出すことが出来る可能性
が高い。
　会計制度や内部統制は「収益」を生み出すものでは
ないかもしれない。しかしリスクを軽減し経営の効率
化を行えば、短期的な収益よりも大きなものをすべて
の建設業に生み出す可能性を秘めていると筆者は考え
る。
注
１　建設業法２条２項３項
２　2013年度における国内総生産に481.4兆円のうち建設投資は
48.7兆円（見通し）であり10.1％である。内閣府「国民経済
計算（GDP統計）」, 2014年, http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/
menu.html（最終アクセス2014年11月28日）
　国土交通省「平成26年度建設投資見通し」, 2014年, http://
www.mlit.go.jp/common/001045081.pdf
３　東京には44,896業者（9.3％）の建設業者が集まっているが
残りは地方に分散している。国土交通省土地・建設産業局 
建設業課「建設業許可業者数調査の結果について」, 2012年,　
http://www.mlit.go.jp/common/000211015.pdf（最終アクセ
ス2014年11月28日）
４　許可建設業者は483,639社（2012年３月末）。
　このほかに建設業としての許可を申請せずに少額の工事等を
行っている業者が多数存在する。
５　ここでは中小建設業を内部統制報告書の提出義務のない者、
つまり非上場企業及び会社法上の大会社ではない建設業を主
な業務とする者とする。
６　工事契約とは、仕事の完成に対して対価が支払われる請負
契約のうち、土木、建築、造船や一定の機械装置の製造等、
基本的な仕様や作業内容を顧客の指図に基づいて行うものを
いう（企業会計基準第15号　工事契約に関する会計基準　第
４項）
７　工事における収益を発生主義や実現主義の観点から述べら
れたものに関しては例えば、清水啓介「工事進行基準と実現
概念」『商大論集』 63（3）, 2012年, pp.85－101. 収益費用アプ
ローチと資産負債アプローチから述べられたものには例えば、
姚小佳「 工事契約の収益認識に関する検討」『商経学叢 』57
（1）, 2010年, pp.279－296.
８　建設業の他には、鋼鉛製造・修理業、銀行・信託業、建設
業保証業、証券業、保険業、民営鉄道業、水運業、道路運送
固定施設業、第一種電気通信業、電気業、ガス業、中小企業
等金融業、農林水産金融業、資産流動化業、投資信託委託業、
投資業、特定金融業など18業種が認められている。
９　討議資料「財務会計の概念フレームワーク」上の定義では「収
益とは、純利益または少数株主損益を増加させる項目であり、
特定期間の期末までに生じた資産の増加や負債の減少に見合
う額のうち、投資のリスクから解放された部分である」とさ
れる。
10　損益計算上、現金主義は採用されていないが、企業実態を
把握する上では現金の流れは利害関係者にとっても重要とな
ることから、キャッシュフロー計算書がある。
11　企業会計原則　第二損益計算書原則１A
12　企業会計原則　第二損益計算書原則１A
13　長期請負工事とは工事期間が一年超の工事である。
14　企業会計原則注解　注７
15　企業会計基準第15号工事契約に関する会計基準。適用は平
成21年４月１日以降開始事業年度より。
16　同15号６項４
17　同15号18項
18　未成工事支出金は建設業の財務諸表独自の項目で、建設中
－ 78 －
で完成していない工事における支出金のことである。一般の
製造業の仕掛品にあたる。 
19　同15号６項３
20　同15号13項
21　対価の定めは、対価の額が固定額で定められている場合の
ほか、その一部または全部が将来の不確実な事象に関連付け
られて定められている場合がある。（同15号11項）つまり状
況の変化があった場合にはそれを対価に反映するという契約
も含まれる。
22　同15号９項
23　原価比例法とは、決算日における工事進捗度を見積る方法
のうち、決算日までに実施した工事に関して発生した工事原
価が工事原価総額に占める割合をもって決算日における工事
進捗度とする方法をいう（同15号６項７）
24　同15号13項
25　同15号56項　原価比例法以外の見積方法を適用している場
合には、その方法の具体的な説明の注記が必要となる（同15
号70項）。ほとんどの会社では原価比例法を採用しているが、
テノックスは数少ない例外であり、第44期有価証券報告書「重
要な収益及び費用の計上基準」に以下 のように記載している。
完成工事高及び完成工事原価の計上基準…当連結会計年度末
までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは、パイル工事
は杭の打設本数を基準とした杭施工進捗率、地盤改良工事は
掘削量を基準とした地盤改良施工進捗率による方法）、その
他の 工事については工事完成基準によっております。
26　一般財団法人建設産業経理研究機構編著『建設業の経営－
その経営実態と会計基準の解説－』大成出版社, 2014年, p.16
－17
27　流通業においては決算を挟んで架空売り上げや返品を行っ
て収益を水増しするということが行われることがあるが、建
設業においてはそのようなことは考えにくい。
28　大企業や上場企業における監査は法定監査、会計監査、外
部監査などと分類されることがあるが、ここでは内部監査と
の対比により外部監査と称する。
29　内部統制とは、基本的に、業務の有効性及び効率性、財務
報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守並びに資産の
保全の４つの目的が達成されているとの合理的な保証を得る
ために、業務に組み込まれ、組織内のすべての者によって遂
行されるプロセスをいい、統制環境、リスクの評価と対応、
統制活動、情報と伝達、モニタリング（監視活動）及びＩＴ（情
報技術）への対応の６つの基本的要素から構成される。
30　ただし内部監査は内部統制の一つの構成要素としてモニタ
ンリング（監視活動）という役割を果たす存在として位置付
けるという考えもある、近江正幸・中里拓哉『中堅・中小組
織の内部監査』白桃書房, 2014年, p.29.
31　業種別監査委員会報告書第27号「建設業において工事進行
基準を適用している場合の監査上の留意事項」３Ⅲ内部統制
の有効性の評価
32　業務別監査委員会報告書27号３Ⅲ④工事進行程度の見積もり
33　我が国においては大和銀行事件（1995）が内部統制の企業
における必要な機能として認識されるきっかけになった。そ
して米国におけるエンロン事件（2001）による米国の内部統
制を厳格にした制度の成立などが我が国における内部統制制
度化へのきっかけとなった。
34　国土交通省総合政策局建設業課『中小企業のための内部統
制ガイドライン』, 2009年, p.1. http://www.mlit.go.jp/common/ 
000039568.pdf（最終アクセス2014年11月28日）
35　国土交通省　前掲書（2009）
36　国土交通省　前掲書（2009）　p.５.
37　県内総生産に占める建設業の構成比は2010年では５位
（7.3%）であり、ピークであった1998年の３位（12.5%）からは順
位を下げているが、依然として県内の主要な産業である。新
潟県「第二次・新潟県建設産業活性化プラン（改訂版）」, 2014
年，p6,http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Simple/324/150/ 
tyuukannhyoukakaitei,0.pdf（最終アクセス2014年11月28日）
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